
 

建設工事従事者の安全及び健康の確保の推進に関する法律 

（平成２８年１２月１６日 法律第百十一号） 

 
第二章 基本計画等 

（基本計画）  

第八条 政府は、建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する施策の総合的かつ計画

的な推進を図るため、建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する基本的な計

画（以下この条及び次条第一項において「基本計画」という。）を策定しなけれ

ばならない。  

２ 基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。  

一 建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する施策についての基本的な方針  

二 建設工事従事者の安全及び健康の確保に関し、政府が総合的かつ計画的に講

ずべき施策  

三 前二号に掲げるもののほか、建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する

施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項  

３ 厚生労働大臣及び国土交通大臣は、基本計画の案を作成し、閣議の決定を求め

なければならない。  

４ 厚生労働大臣及び国土交通大臣は、前項の規定により基本計画の案を作成しよ

うとするときは、あらかじめ、関係行政機関の長に協議しなければならない。  

５ 政府は、第一項の規定により基本計画を策定したときは、遅滞なく、これを国

会に報告するとともに、インターネットの利用その他適切な方法により公表し

なければならない。  

６ 政府は、建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する状況の変化を勘案し、

並びに建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する施策の効果に関する評価

を踏まえ、少なくとも五年ごとに、基本計画に検討を加え、必要があると認め

るときには、これを変更しなければならない。  

７ 第三項から第五項までの規定は、基本計画の変更について準用する。 

 

第四章 建設工事従事者安全健康確保推進会議 

第十五条 政府は、厚生労働省、国土交通省その他の関係行政機関（次項において「関

係行政機関」という。）相互の調整を行うことにより、建設工事従事者の安全

及び健康の確保の推進を図るため、建設工事従事者安全健康確保推進会議を設

けるものとする。  

２ 関係行政機関は、建設工事従事者の安全及び健康の確保に関し専門的知識を

有する者によって構成する建設工事従事者安全健康確保推進専門家会議を設

け、前項の調整を行うに際しては、その意見を聴くものとする。 
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